




はじめに

　住民投票とは地方行政上の重要事項に関して、住民が直接投票す

ることにより、その意見を行政に反映させる仕組みのことを指しま

す。現在、日本には憲法第₉₅条に基づく住民投票として「地方自治

特別法の制定に関する住民投票」が、地方自治法に基づく住民投票

として「議会の解散の投票」および「議会の長の解職の投票」が、そ

して大都市地域特別区設置法に基づく住民投票として「特別区設置

請求に関する住民投票」が、市町村合併特例法に基づく住民投票と

して「合併協議会設置請求における住民投票」の制度があります。

　これら憲法ないし法律に基づく制度に加え、1₉₉0年代半ば以降、

地方公共団体がそれぞれ独自の住民投票条例を定め、その条例に基

づいた住民投票が行われるようになりました。

　住民投票条例には、住民からの直接請求に応じて個別のテーマご

とに条例を定める「個別設置型住民投票条例」と、あらかじめ首長

の提案により住民投票条例を制定しておき、有権者の請求があった

場合にその条例に基づいて住民投票を実施する「常設型住民投票条

例」とがあります。いずれの場合も、地方公共団体が独自に条例を

制定することになるため、その対象や内容は各地方公共団体の判断

に委ねられている上、公職選挙法の制限を受けないので、投票の形

式や投票権についても柔軟に設定することができます。

　条例に基づく住民投票は、当該地方公共団体の行政上の重要事項

を対象に行われるものですが、中には原子力発電所設置や在日アメ

リカ軍基地移転の賛否を問うものなど、当該地方公共団体のみなら

ず全国的にも大きく注目を集めたケースも少なくありません。もっ
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とも、現在の日本における住民投票は、「個別設置型」・「常設型」と

もに、その投票結果に法的拘束力のない「諮問型住民投票」であり、

首長や議会が住民投票の結果とは異なる行政判断を行うこともあり

ますが、住民が政治に参加する一つの貴重な「手段」として、広く認

識されつつあるのは確かなことでしょう。

　その一方で、条例に基づく住民投票については、結果として長や

議会が行政上の重要事項についての判断を住民に任せてしまうこと

になりかねないため、「長と議会による間接民主制の原則に抵触す

るおそれがある」、「間接民主制の形骸化につながるおそれがある」

といった指摘もあり、各地方公共団体が住民投票条例を制定する際

には、投票の対象事項や投票の効果などについて、慎重な議論・考

察が求められます。

　そこで、本書第1章・第2章では現時点における条例に基づく住

民投票制度の概要とともに、各地方公共団体において住民投票条例

を制定するにあたっての主要な論点を当研究会における視点で整理

し、各論点について幅広い観点を紹介することによって、より活発

かつ慎重な議論・考察が行われるよう配慮しました。

　さらに第₃章・第₄章では、住民投票においてその実務を担う各

地方公共団体の選挙管理委員会の委員・事務局職員および関連部署

の職員の皆さんのために住民投票制度の運用例を示しました。住民

投票の発議や住民投票運動への対応、住民投票の実施から投票結果

の告示に至る各段階で事務担当者に求められる基本的な業務内容を

挙げ、併せて留意点についても解説しています。続く第₅章で紹介

する「条例に基づく住民投票の実施事例」と併せて、皆さんの住民
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投票の基礎知識や実務の習得に役立つことを期待いたします。

　住民投票は、公職の選挙のように頻繁に行われるものではないた

め実務経験を有する地方公共団体はごく一部にとどまっています

が、条例の制定による住民投票の発議はどの地方公共団体でも起こ

りうるものであり、住民投票が公職の選挙と同じ期日で行われるこ

とも珍しくありません。いつ、どのようなタイミングで発議がなさ

れた場合でも、冷静かつ適正に対応できるよう、各地方公共団体で

は平常時から選挙管理委員会事務局を中心に運用手順の確認やシ

ミュレーションを行い、関連部署との連携体制の整備・確認に取り

組む必要があります。

　先にも述べたとおり、条例に基づく住民投票は、住民にとっては

貴重な政治参加の手段であり、住民投票制度の適切な運用は健全な

地方自治実現の一翼を担うことになります。小書が各地方公共団体

の選挙管理委員会事務局や関連部署の皆さんをはじめ住民投票に関

心を寄せる皆さんの入門書として活用され、地方自治のさらなる発

展につながることを願ってやみません。

　令和2年₉月

一般社団法人　選挙制度実務研究会

代表理事　小島　勇人
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第 1 章

住民投票制度の概要



1 住民投票制度とは

（1） 住民投票制度の意義
　住民投票とは、住民の福祉に重大な影響を与える可能性がある事

項など地方公共団体の行政上の重要事項に関して、住民が直接投票

することによって意見を表明し、行政運営に住民の意向を反映させ

る仕組みです。住民投票は、住民による地方政治への直接参加、直

接参政の一手法であり、地方自治の基本である間接民主制を補完・

活性化する意義を有しています。

（2） 住民投票制度の種類
　現行の住民投票制度には、大きく分けて次の₃つの枠組みがあり

ますが、本書では、主に「③条例に基づく住民投票」の概要とその運

用等について扱っています。

① 憲法に基づく住民投票
・地方自治特別法の制定に関する住民投票（憲法第₉₅条）

・憲法改正に係る承認としての国民投票（憲法第₉₆条第1項）

・最高裁判所の裁判官の審査として行う投票（憲法第₇₉条第2項）

② 法律に基づく住民投票
・議会の解散請求に関する選挙人の投票（地方自治法第₇₆条第₃項）

・議員及び長の解職の請求に関する選挙人の投票（地方自治法第

₈0条第₃項、第₈1条第2項）

・合併協議会設置請求に関する住民投票（市町村の合併の特例に

関する法律（合併特例法）第₄条第1₄項、第₅条第21項）
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・特別区設置請求に関する住民投票（大都市地域における特別区

の設置に関する法律第₇条）

③ 条例に基づく住民投票
・地方公共団体が定める条例に基づいて行われる住民投票

＜参考＞ 大都市法に基づく住民投票
　平成2₄年 ₈月に制定された大都市地域における特別区の設置に

関する法律（平成2₄年法律第₈0号）（大都市法）は、道府県が大都市

地域（政令指定都市と隣接自治体の人口が200万人以上の地域）に

特別区を設置する際の諸手続きについて定めた法律で、市町村を廃

止して特別区を設置する場合、関係市町村では本法に基づく住民投

票を実施しなければならないことになっています。

　平成2₇年 ₅月に大阪市で行われた「大阪市における特別区の設置

についての投票」は、大阪市を廃止して₅つの特別区を設置する、

いわゆる「大阪都構想」の実現の是非を問う住民投票で、本法に基

づく全国初の住民投票として注目を集めましたが、開票の結果、反

対票が賛成票を上回ったため、特別区の設置は否決されました。

（3） 住民投票の法的拘束力
　住民投票は、その結果の法的拘束力の有無によって、次の2つに

大別できます。

① 拘束型住民投票
　投票結果が、住民投票を実施した地方公共団体の長または議会に

対して法的な拘束力を有する住民投票制度

11
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3 発議への対応

Ⅰ　住民発議

【住民発議における事務執行についての基本的な考え方】
・�住民発議があった場合の対応は、原則として発議案件所管部署が行い
ます。
・�制度所管課は、発議案件所管部署に対し条例に基づく制度運用に係る
指導・助言を行うとともに必要に応じて庁内の連絡調整を行います。
・�署名審査等の事務および住民投票の投開票に係る事務は、市長から市
（および区）の選挙管理委員会に委任します。

1．発議への対応

62

住民発議における事前相談から代表者証明書交付申請書提出までの流れの例

初期の対応
（制度所管課）

■必要事項についてのヒアリング
■必要事項の伝達
■資料提供（パンフレット・逐条説明書等）　など

■請求事項に関する詳細ヒアリング
■署名収集に関する説明
■提出書類についての説明（様式の提供）
■スケジュール等の説明と調整　　など

■最終確認
・提出書類、今後のスケジュール確認
・代表者証明書交付申請の日時、場所、当日の出席
者　　など

請求手続きについ
ての打ち合わせ
（発議案件所管部署）

最終確認について
の打ち合わせ

（発議案件所管部署）

事前相談（電話・直接来庁）

代表者証明書交付申請書の提出

※�これ以外にも必要に応じて打
ち合わせを行います。

※�交付申請日の日時は代表者と
の打ち合わせで確認します。

目安として７〜１０日

目安として７〜１０日

目安として７〜１０日

代表者証明書の交付・告示

署名収集



（1） 住民からの問い合わせへの対応（初期対応）
　住民から来庁または電話等により「住民投票実施のための手続き

を開始したい」という問い合わせがあった場合は、まず、制度所管

課が次表の①～⑦の項目について住民にヒアリングを行うととも

に、次頁に挙げる「問い合わせがあったときに伝える必要事項」を

伝えます。

■ ヒアリング項目とねらい

ヒアリング項目 ねらい

①�住民投票の
対象事項

どのような内容についての住民投
票を考えていますか？（理由や背
景などについて聞く）

・�発議案件所管部
署の決定
・�対象事項適否の
確認

②�署名収集予
定期間

（今後の大まかなスケジュールにつ
いて確認したいので）いつごろか
ら署名収集を開始しようと考えて
いますか？

・�収集禁止期間の
確認
・�署名審査人員確
保の目安

③目標署名数 （署名審査に係る期間に関係してき
ますので、もし、お考えになってい
れば）、署名収集の目標数などはあ
りますか？

・�署名審査期間の
想定
・�署名審査人員確
保の目安

④�来訪者氏名
等連絡先

あなたのお名前、住所、連絡先を
教えていただけますか？（あなたが
請求代表者となる予定でしょう
か？）

・�打ち合わせの連
絡、文書等送付

⑤�請求代表者
氏名等

中心となって署名を集める方（請
求代表者）が何人かいらっしゃる場
合は、すべての方について教えて
ください。
・住所・氏名・生年月日
・�市内在住期間（いつからお住ま
いですか？）

・�請求資格の事前
確認
・�個人情報の保護
について申し添
えること
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第○号様式
� 年　　月　　日

（あて先）〇〇市長

住民投票実施請求書

〇〇市住民投票条例第○条第○項の規定により、住民投票の実施を請求します。

１　請求事項
� について賛成又は反対を問う住民投票

２　請求代表者
住　　所 氏　名・印

３　請求の趣旨（１，０００字以内で記載すること。）

＜参考例＞
◎住民投票実施請求書
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◎住民投票実施請求代表者証明書交付申請書

第○号様式
� 年　　月　　日

（あて先）〇〇市長

住民投票実施請求代表者証明書交付申請書

住民投票実施請求代表者証明書交付申請書
住　　所 氏　名・印 生年月日

　〇〇市住民投票条例第○条第○項の規定により、住民投票実施請求書を添えて、

� について賛成又は反対を問う住民投票の住

民投票実施請求代表者証明書の交付を申請します。



 CASE 1  �新潟県巻町「巻町における原子力発電所の建設について」

巻町における原子力発電所建設についての住民投票に関する条例

（平成₇年₇月1₉日巻町条例第2₃号）（失効）／巻町における原子力発

電所建設についての住民投票に関する条例の一部を改正する条例

（平成₇年10月₄日巻町条例第2₄号）（失効）

争点：東北電力が巻町に原子力発電所を建設することの是非

投票日：平成₈年 ₈月₄日

発議：住民発議

投票率：₈₈.₃％

投票結果：建設反対

得票率：賛成38.8％、反対61.2％
結果への対応：建設計画中断、原発建設断念

【住民投票実施の経緯】
年　月 主なできごと

昭和57年 1月 東北電力が「原子炉設置許可申請書」を通産省（当
時）に提出

平成  6年 10月「巻原発・住民投票を実行する会」発足
11月 反原発6団体による連合体「住民投票で巻原発をと

める連絡会」結成
12月「原発設置に関する町民投票に関する条例案（議員提

案）」を否決
7年 1・2月 町民による自主管理住民投票の実施（15日間）

・�原発推進派によるボイコット運動（町も体育館の投
票所利用を拒否）
・投票率：45.4％
・�投票総数：10,378票�
（賛成：474票、反対：9,854票）
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7年 4月 町議会議員選挙で住民投票実施派が多数を占めた
が、公約を取り消す議員の出現により、原発推進派
が多数を占めることに

6月「原発設置に関する町民投票条例案（議員提案）」を
11対10で可決

10月 条例改正の直接請求を議会が可決。「住民投票は町
長が議会の同意を得て実施するものとする」に変更。
町長が住民投票に否定的であったため、事実上、住
民投票は不可能になった

11月 10,231人（必要法定署名数：7,612人）の署名により
町長をリコール

8年 1月 出直し町長選挙が行われ、住民投票実施派（反原発
派）候補が当選

5月 推進・反対双方の代表者による「原発建設問題に関
する町民シンポジウム」開催

8月 住民投票実施（8月4日）
投票率：88.3％
投票総数：20,503票
（賛成：7,904票、反対：12,478票）

11年 8月 原発建設予定地内の町有地を町民に売却

【特記事項】

・条例に基づいて行われた日本初の住民投票

・条例に基づく住民投票の前に、町民による自主管理住民投票が実

施された

・町民シンポジウム等を通じた町民への情報提供、情報共有が行わ

れた

・原発建設推進派の町長がリコールにより辞職し、出直し選挙で住

民投票を発議した団体の代表者が当選した
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